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ア
ン
ケ
ー
ト
結
果
詳
細
Ⅰ

【
流
通
関
係
者
対
象
】

Ｑ
１
　
最
近
起
き
て
い
る
万

引
き
件
数
に
つ
い
て

　
全
体
で
は
「
共
に
増
え
て

い
る
」
（

・
０
％
）
が

「
高
齢
者
は
増
加
、
子
ど
も

・
青
少
年
は
減
少
」
（

・

０
％
）
よ
り
も
や
や
多
い
。

　
し
か
し
商
店
経
営
・
販
売

者
で
は
逆
に
「
高
齢
者
は
増

加
、
子
ど
も
・
青
少
年
は
減

少
」
（

・
０
％
）
の
方
が

や
や
多
い
。

Ｑ
２
　
お
店
で
の
「
高
齢
者

の
万
引
き
頻
度
」

　
「
わ
か
ら
な
い
」
の
回
答

は
、
「
商
店
経
営
・
販
売
」

で

・
０
％
、
「
小
売
業
社

員
」
で

・
０
％
と
大
き
な

差
異
が
あ
る
。
「
小
売
業
社

員
」
は
通
常
の
業
務
と
し
て

万
引
き
対
応
は
し
て
い
な
い

者
も
多
い
た
め
に
「
わ
か
ら

な
い
」
の
回
答
が
高
い
も
の

と
思
わ
れ
る
。

　
「
商
店
経
営
・
販
売
」
の

「
わ
か
ら
な
い
」
が

・
０

％
と
、
自
店
に
お
け
る
高
齢

者
の
万
引
き
を
把
握
し
て
い

な
い
店
も
少
な
く
な
い
と
い

え
る
。
一
方
で
「
な
い
」
の

回
答
が

・
０
％
あ
り
、
自

店
は
高
齢
者
の
万
引
き
被
害

を
受
け
て
い
な
い
店
も
少
な

く
な
い
。

Ｑ
３
　
１
カ
月
の
高
齢
者
に

よ
る
万
引
き
被
害
額

　
「
店
全
体
の
万
引
き
被
害

額
不
明
」
の
回
答
が
「
小
売

業
社
員
」
で

・
０
％
と
非

常
に
高
く
、
「
商
店
経
営
・

販
売
」
の

・
０
％
と

・

０
ポ
イ
ン
ト
の
差
異
が
あ

る
。
こ
こ
で
は
、
小
売
業
の

社
員
で
は
店
の
万
引
き
被
害

額
を
把
握
し
て
い
る
者
は
多

く
な
い
こ
と
が
表
れ
て
い
る

と
思
わ
れ
る
。

　
「
商
店
経
営
・
販
売
」
で

は
「
被
害
額
は
な
い
」
が


・
０
％
あ
る
。
具
体
的
な
金

額
の
回
答
は

・
０
％
あ
る
。

双
方
を
合
わ
せ
て

・
０
％

で
あ
り
、
高
齢
者
の
万
引
き

被
害
の
有
無
を
把
握
し
て
い

る
店
が
半
数
強
で
あ
る
。

　「
店
全
体
の
被
害
額
不
明
」

が

・
０
％
、
「
店
全
体
は

わ
か
る
が
高
齢
者
は
不
明
」

が

・
０
％
で
、
合
わ
せ
て


・
０
％
が
、
高
齢
者
に
よ

る
万
引
き
被
害
額
は
把
握
し

て
い
な
い
。

歴史的建築物としてのシンボル性を
維持しつつ、現代的ファサードも採用

　
（
公
財
）
東
京
都
中
小
企

業
振
興
公
社
で
は
東
京
経
済

大
学
福
士
ゼ
ミ
ナ
ー
ル
と
の

共
催
で
、
２
月

日
に
国
分

寺
労
政
会
館
で
シ
ン
ポ
ジ
ウ

ム
「
国
分
寺
　
新
し
い
ま
ち

へ
の
期
待
―
北
口
再
開
発
と

商
店
街
―
」
を
開
催
し
た
。

　
第
１
部
「
報
告
」
で
は
、

公
社
担
当
者
が
商
店
街
実
態

調
査
・
地
域
住
民
の
商
店
街

に
対
す
る
意
識
調
査
の
結
果

を
報
告
。
続
い
て
「
北
口
再

開
発
と
周
辺
商
店
街
の
振

興
」
と
題
し
て
、
大
学
生
か

ら
の
提
言
も
行
わ
れ
た
。

　
第
２
部
の
パ
ネ
ル
デ
ィ
ス

カ
ッ
シ
ョ
ン
「
商
店
街
の
可

能
性
を
探
る
」
で
は
、
福
士

正
博
　
東
京
経
済
大
学
教
授

を
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
に
、

商
店
街
関
係
者
を
は
じ
め
住

民
、
消
費
者
、
公
社
担
当
者

ら
の
パ
ネ
ラ
ー
が
、
今
後
の

ま
ち
づ
く
り
に
つ
い
て
活
発

に
議
論
を
展
開
。
駅
北
口
再

開
発
に
あ
た
り
、
商
店
主
ら

が
大
学
生
か
ら
大
い
に
刺
激

を
受
け
る
場
と
も
な
っ
た
。

　
ポ
ー
ラ
ン
ド
の
首
都
・
ワ

ル
シ
ャ
ワ
中
央
駅
か
ら
徒
歩


分
ほ
ど
、
早
朝
か
ら
賑
わ

う
「
首
都
の
胃
袋
」
こ
と
ミ

ロ
フ
ス
カ
市
場
。
１
０
０
年

超
の
歴
史
あ
る
バ
ロ
ッ
ク
様

式
の
建
物
２
棟
の
内
外
に
、

地
場
ス
ー
パ
ー
を
核
に
精
肉

店
、
八
百
屋
、
パ
ン
屋
、
惣

菜
店
な
ど
個
人
商
店
や
露
店

３
０
０
あ
ま
り
が
ひ
し
め

く
。
第
二
次
大
戦
末
期
の
ド

イ
ツ
軍
の
爆
撃
で
一
度
は
崩

壊
し
た
が
、
旧
社
会
主
義
国

家
管
理
下
で
修
復
・
復
元
。

ま
た

年
代
の
市
場
経
済
導

入
・
民
営
化
以
降
に
は
、
コ

ス
ト
や
機
能
性
を
鑑
み
た
フ

ァ
サ
ー
ド
素
材
も
一
部
採
用

し
つ
つ
、
シ
ン
ボ
リ
ッ
ク
な

建
物
の
保
全
と
商
業
機
能
向

上
の
両
立
に
挑
み
続
け
る
。

　
一
方
で
郊
外
に
は

年

前
、
中
欧
最
大
規
模
の
約


万
平
方
㍍
弱
を
誇
る
シ
ョ
ッ

ピ
ン
グ
モ
ー
ル
が
進
出
し
、

そ
の
１
階
約
３
分
の
１
を
カ

ル
フ
ー
ル
が
占
め
る
な
ど
外

資
や
チ
ェ
ー
ン
店
の
参
入
も

厳
し
さ
を
増
す
。そ
れ
で
も
、

地
元
産
野
菜
の
鮮
度
や
安
全

安
心
、
そ
し
て
「
毎
朝
起
き

て
す
ぐ
こ
こ
に
来
る
の
は
生

活
の
一
部
」
と
隣
接
団
地
の

主
婦
た
ち
。
幾
多
の
政
治
的

・
経
済
的
激
変
を
と
も
に
乗

り
越
え
て
き
た
市
民
が
市
場

へ
と
寄
せ
る
愛
着
ぶ
り
は
、

商
業
的
機
能
性
や
ハ
ー
ド
だ

け
が
「
場
」
の
価
値
を
規
定

す
る
の
で
は
な
い
こ
と
を
教

え
て
く
れ
る
。

　
杉
並
区
商
店
会
連
合
会

（
内
藤
一
夫
会
長
）
で
は
、

こ
の
ほ
ど
「
商
店
街
ア
ド
バ

イ
ザ
ー
事
業
」
の
一
環
と
し

て
、
商
店
街
運
営
マ
ニ
ュ
ア

ル
『
杉
商
連
　
商
店
会
虎
の

巻
』を
作
成
し
た
。こ
れ
は
、

商
店
街
を
「
店
舗
数
」
と

「
駅
か
ら
の
距
離
」
の
２
軸

の
マ
ト
リ
ッ
ク
ス
で
区
分
け

し
て
、
そ
れ
ぞ
れ
先
進
事
例

と
し
て
合
計

商
店
街
を
モ

デ
ル
と
し
て
選
考
し
、
他
の

商
店
街
に
も
役
に
立
つ
視
点

や
取
り
組
み
な
ど
そ
の
エ
ッ

セ
ン
ス
や
ノ
ウ
ハ
ウ
を
紹
介

す
る
も
の
。
と
く
に
今
回
は

リ
ン
グ
フ
ァ
イ
ル
方
式
の
装

丁
と
し
て
お
り
、
個
々
の
商

店
街
が
オ
リ
ジ
ナ
ル
の
『
虎

の
巻
』
と
し
て
コ
ン
テ
ン
ツ

を
更
新
・
充
実
さ
せ
て
ほ
し

い
と
の
ね
ら
い
だ
。

　
内
部
資
料
を
基
本
に
予
算

や
会
費
等
ま
で
踏
み
込
む
な

ど
、
商
店
街
の
秘
策
が
盛
り

込
ま
れ
た
「
内
部
資
料
」
と

の
位
置
づ
け
で
、
傘
下

商

店
街
に
配
布
し
て
お
り
、
こ

れ
を
機
と
し
た
「
虎
の
巻
を

見
て
」
と
の
商
店
街
の
交
流

も
ス
タ
ー
ト
。
商
店
街
が
自

ら
の
商
店
街
を
改
め
て
客
観

的
に
見
つ
め
な
お
し
て
診
断

・
分
析
し
、
さ
ら
に
は
今
後

の
新
た
な
課
題
に
気
付
く
き

っ
か
け
と
も
な
っ
て
い
る
よ

う
だ
。

　
コ
ン
テ
ン
ツ
と
し
て
は
、

①
各
商
店
街
の
理
事
長
・
会

長
に
取
材
し
て
ま
と
め
た

「

商
店
会
の
先
進
事
例

集
」
、
個
々
の
連
絡
先
・
メ

モ
欄
②
レ
ン
タ
ル
や
景
品
な

ど
「
商
店
会
活
動
を
サ
ポ
ー

ト
す
る
事
業
者
・
団
体
の
紹

介
」
③
商
店
街
の
ハ
ー
ド
・

情
報
イ
ン
フ
ラ
整
備
に
役
立

つ
「

音
字
引
」
④
都
・
区

な
ど
の「
助
成
金
の
一
覧
表
」

な
ど
。

　
と
く
に
①
で
は
具
体
的
な

イ
ベ
ン
ト
事
業
や
環
境
整
備

事
業
等
の
詳
細
で
は
な
く
、

商
店
街
運
営
に
あ
た
っ
て
の

ユ
ニ
ー
ク
な
手
法
や
構
成
員

と
し
て
の
心
構
え
な
ど
を
中

心
に
ま
と
め
て
い
る
。
街
の

ビ
ジ
ョ
ン
の
共
有
化
や
女
性

を
募
っ
て
の
「
企
画
部
」
立

ち
上
げ
、
若
手
の
ア
イ
デ
ア

を
活
か
し
た
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

チ
ー
ム
、
地
元
事
業
者
な
ど

外
部
と
の
連
携
、
従
来
の
伝

統
事
業
の
思
い
切
っ
た
見
直

し
な
ど
。
と
く
に
「
会
長
の

一
言
」
欄
（
以
下
に
抜
粋
）

に
は
、
各
商
店
街
の
熱
い
想

い
が
満
載
だ
。

【
先
進
事
例
集
「
会
長
の
一

言
」
（
抜
粋
）
】

▼
ま
ず
場
を
設
け
よ
う
。
そ

し
て
若
手
と
年
長
者
、
お
互

い
の
本
音
を
聴
き
合
お
う
。

（
２
０
０
５
年
の
新
年

会
、
役
員
達
は
新
た
に
商
店

会
に
加
入
し
た
若
手
店
主
達

を
全
員
無
料
で
招
待
）

▼
世
代
や
性
別
の
違
い
を
活

か
そ
う
。
ま
ち
へ
の
愛
着
が

人
を
動
か
し
共
感
を
生
み
出

す
！

（
女
性
だ
け
の
企

画
部
を
立
ち
上
げ
。
折
れ
る

所
は
折
れ
な
が
ら
、
お
客
様

に
と
っ
て
必
要
だ
と
思
う
こ

と
は
、
怒
ら
れ
て
も
や
る
）

▼
目
的
を
明
確
に
、
ア
ン
ケ

ー
ト
を
取
り
、現
状
を
掴
む
。

賑
わ
い
を
見
え
る
化
！

（
商
店
会
活
性
化
の
為
の

「
活
性
化
委
員
会
」を
設
立
。

若
手
中
心
に
外
部
か
ら
の
出

店
テ
ナ
ン
ト
等
幅
広
い
人
材

を
集
め
、
様
々
な
声
を
商
店

会
に
反
映
）

▼
役
割
と
責
任
は
や
る
気
の

も
と
、
全
員
野
球
で
運
営
を

！（
徹
底
し
た
役
割
分
担
と
、

５
人
以
下
し
か
集
ま
ら
な
い

場
合
は
役
員
会
は
注
視
す
る

と
い
う
、
２
つ
の
ル
ー
ル
を

実
施
）

（監事の決算関係書類に係る監査報告の内容）
第条　監事は、決算関係書類を受領したときは、次に掲げる事項を内容と
する監査報告を作成しなければならない。
　一　監事の監査の方法及びその内容
　二　決算関係書類（剰余金処分案又は損失処理案を除く）が当該組合の財

産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているか
どうかについての意見

　三　剰余金処分案又は損失処理案が法令又は定款に適合しているかどうか
についての意見

　四　剰余金処分案又は損失処理案が当該組合の財産の状況その他の事情に
照らして著しく不当であるときは、その旨

　五　監査のため必要な調査ができなかったときは、その旨及びその理由
　六　追記情報
　七　監査報告を作成した日
２　前項第六号に規定する追記情報とは、次に掲げる事項その他の事項のう
ち、監事の判断に関して説明を付す必要がある事項又は決算関係書類の内容
のうち強調する必要がある事項とする。
　一　正当な理由による会計方針の変更
　二　重要な偶発事象
　三　重要な後発事象
（監事の事業報告書に係る監査報告の内容）
第条　監事は、事業報告書を受領したときは、次に掲げる事項を内容とす
る監査報告を作成しなければならない。
　一　監事の監査の方法及びその内容
　二　事業報告書が法令又は定款に従い当該組合の状況を正しく示している
かどうかについての意見
　三　当該組合の理事の職務の遂行に関し、不正の行為又は法令若しくは定

款に違反する重大な事実があったときは、その事実
　四　監査のため必要な調査ができなかったときは、その旨及びその理由
　五　監査報告を作成した日
２　前項の規定にかかわらず、監査権限限定組合（法第条第８項に規定す
る組合をいう）の監事は、前項各号に掲げる事項に代えて、事業報告書を監
査する権限がないことを明らかにした監査報告を作成しなければならない。
（監事の監査報告の通知期限等）
第条　特定監事は、次に掲げる日のいずれか遅い日までに、特定理事に対
し、第条第１項及び前条第１項に規定する監査報告の内容を通知しなけれ
ばならない。
　一　決算関係書類及び事業報告書の全部を受領した日から４週間を経過し

た日
　二　特定理事及び特定監事の間で合意により定めた日があるときは、その

日
２　決算関係書類及び事業報告書については、特定理事が前項の規定による
監査報告の内容の通知を受けた日に、監事の監査を受けたものとする。
３　前項の規定にかかわらず、特定監事が第１項の規定により通知をすべき
日までに同項の規定による監査報告の内容の通知をしない場合には、当該通
知をすべき日に、決算関係書類及び事業報告書については、監事の監査を受
けたものとみなす。

４　第１項及び第２項に規定する「特定理事」とは、次の各号に掲げる場合
の区分に応じ、当該各号に定める者をいう。
　一　第１項の規定による通知を受ける者を定めた場合　当該通知を受ける

者として定められた者
　二　前号に掲げる場合以外の場合　監査を受けるべき決算関係書類及び事

業報告書の作成に関する業務を行った理事
５　第１項及び第３項に規定する「特定監事」とは、次の各号に掲げる場合
の区分に応じ、当該各号に定める者をいう。
　一　第１項の規定による通知をすべき監事を定めた場合、当該通知をすべ

き者として定められた者
　二　前号に掲げる場合以外の場合すべての監事

　組合は、事業年度と決算関係書類を監事に提出し、監事の監査を受け、監事か
ら監査報告を受領しなければならない。（商振法第条）。
　監事の監査は、会計監査と業務監査に区分され、原則としてすべての組合の監
事にはこの２つの監査を行う権限が付与されている。
　しかし、一定組合（各事業年度開始時点で組合員数（連合会の場合には会員で
ある組合員の合計数）が人を超えない組合で、定款に監事の職務を会計に限
定する旨の規定を有する組合）については、監事に会計監査の権限だけを付与し、
業務監査権限を付与しないようにすることができるものとされている。
監事についての商振法規則の規定

　監査報告書は特定監事から特定理事に提出することとされている。この場合の
「特定理事」とは、商振法規則において監査報告の通知を受ける者として定めら
れた理事であり、定められていない場合には決算関係書類及び事業報告書の作成
に携わった理事を指し、「特定監事」とは監査報告書を特定理事に通知する監事
を決めた場合にはその監事であり、そのような監事を決めなかった場合には、す
べての監事が該当する。
　監査報告書には、監査の方法の内容及び監査結果の意見を記載しなければなら
ない。
　監査の方法の内容については、監査の対象となった書類と実施した監査手続を
記載しなければならない。監査結果の意見としては、
①　決算関係書類が組合の財産及び損益の状況のすべての重要な点において適正
に表示しているかどうか、
②　剰余金処分案又は損失金処理案が法令又は定款に適合しているかどうか、
③　剰余金処分案又は損失処理案が組合の財産の状況その他の事情に照らして著
しく不当であるときは、その旨、
④　監査のため必要な調査ができなかったときは、その旨と理由、
⑤　追記情報として正当な理由による会計方針の変更・重要な偶発事象・重要な
後発事象など、
⑥　事業報告書が法令又は定款に従い組合の状況を正しく示しているかどうか、
⑦　組合の理事の職務の遂行に関し、不正の行為又は法令若しくは定款に違反す
る重大な事実があったときは、その旨を記載しなければならない。
　なお、事業報告書の監査は、業務監査権限を有する監事だけが行うことができ
る監査であり、業務監査権限を有せず会計監査の権限のみを有する監事は、監査
報告書において、事業報告書を監査する権限がないことを明らかにしなければな
らないとされている。

　事業計画は、通常総会において組合の当該事業年度内に実施を予定する協同事
業の実施計画及び予想計画等に関して組合員に付議する書類である。
　したがって、組合の定款に規定され、かつ、現実に実施しようとする各事業に
ついて、でき得る限り的確に記載することが必要である。
　事業計画の作成の基準については、商振法規則に特段の規定を有してはないが、
組合が実施する共同事業が組合員との取引によって成り立っていることに鑑み、
どのような資金によってその共同事業の運営が行われてるかを付記すべきであ
る。また、事業計画が事業報告と表裏一体の関係にあることを勘案し、事業報告
に求められる項目であって予定される事項がある場合には、できるだけ盛り込む
ことが重要である。

　収支予算については、商振法において通常総会に付議しなければならないこと
とされているが、その作成のための基準については、事業計画と同様に商振法規
則に特段の規定はない。
　組合会計は、その性格から収支の均衡を図ることが理想的である。そのために
は、まず実施事業の内容を十分に検討して事業計画を立てるとともに、この事業
計画の実施に伴って生じる収入額及び支出額を的確に見積もって、収支予算を作
成することが必要である。
　また、資金計画表は、借入金や増資によって固定資産を購入する場合や減価償
却費をもって借入金の返済を予定している場合、損益取引でなく、このための資
金の動きを収支予算上で表示することが困難であり、この場合の資金の運用計画
を示すことにより収支予算を補完するために作成するものである。

リングファイル方式の装丁で、各商店街が
オリジナルの『虎の巻』として活用できる


